臨時・非常勤職員に手当支給を可能とする地方自治法改正等について国会質疑－8月28日－
－川端総務大臣が「実態の把握を行い、任用と処遇の在り方について幅広く検討を加速させていく」と答弁－

　８月28日、参議院総務委員会の審議において、地方公務員の臨時・非常勤職員への手当支給を可能とする地方自治法改正に関わる質疑が行われた。

　この間、公務員連絡会地公部会は、臨時・非常勤等職員の処遇改善、雇用安定に向けた法改正にむけて、2011年４月及び８月に総務省に提出した160万筆署名もの現場の声を背景に、2011年４月に発足した民主党の地方自治体臨時・非常勤職員問題ＷＴを軸に政治対策を進めてきた。

　ＷＴでは、地方自治体の非常勤職員への手当支給を可能とする地方自治法改正などの処遇改善・雇用安定にむけた「短期的課題についてとりまとめ」をまとめ、2012年８月２日の政策調査委員会で了承。民主党は、今通常国会における地方自治法改正法案提出・成立をめざすことを確認し、国会対策を進めてきた。

　しかし、衆議院段階での改正案修正については、混迷を深める国会情勢の影響もあり、与野党間の調整がつかず、地方公務員部会は、民主党、社民党と緊密な連携をはかりながら、参議院総務委員会での附帯決議をめざして国会対策を進めてきた。自民党を除く他の野党は、附帯決議に賛成を表明したものの、自民党の強固な反対の姿勢は変わらず、附帯決議が全党一致という慣例であることから、断念せざるを得なかった。

　このため、地公部会は、質疑において総務大臣から前向きな答弁を得るべく対応を進めてきたが、８月29日には、自民、公明両党が問責決議案を提出するという緊迫した情勢の中、28日中に総務委員会において今国会で成立をはからなければならない法案の採決を急ぐ必要があり、国会対策上の理由から民主党の質疑時間を野党に譲るという異例の事態に至った。

　しかしながら、臨時・非常勤職員の処遇改善・雇用安定にむけた法整備の必要性という点については、この間の民主党の努力により自民党を除く与野党間の共通理解が一気に進んだことから、28日の参議院総務委員会において、みんなの党の寺田典城議員、社民党の又市征治議員、緑の党の行田邦子議員が、臨時・非常勤職員に手当支給を可能とする地方自治法改正などに関わって質疑を行った。

　これらの質疑に対して、川端総務大臣は、「任用と処遇に関しては、各地方公共団体が責任をもって対処していくことが基本であるが、総務省としても、この問題をきわめて重要であると考えている。あらためて実態の把握を行い、任用と処遇の在り方について幅広く検討を加速させていきたい」と答弁を行った。

　また、三輪公務員部長は、「臨時・非常勤職員への手当支給に関わって、平成20年に東京高裁（東京・東村山事件)が示した、（非常勤職員の）勤務の内容、態様、あるいはその役割、また待遇等の取り扱いなどの諸事情を総合的に考慮して、常勤の職員に該当するか認めることが相当であるという判例に留意する必要がある」との答弁を行った。

　この間、総務省は、臨時・非常勤職員の実態を踏まえた処遇等のあり方について検討を行うことを頑なに拒んでいたが、28日の国会質疑で、「検討を加速する」姿勢を明確にしたことは、一定の前進ということができる。

　また、臨時・非常勤職員への手当支給に関わり東京高裁判決にも留意をする必要があるという答弁は、「常勤」か「非常勤」かの区分を、職務内容が常勤職員と同様であるかどうかを考慮して実質的に判断する必要があることを認めたものであり、これまでの答弁と比較すると一歩前進した内容ということができる。

　年収200万円未満という「官製ワーキングプア」問題解決にむけた法整備の必要性について、自民党を除く全会派が一致をしたことはこの間の運動の一定の成果ということができる。

　今後、地方公務員部会としては、「官製ワーキングプア」問題の解決にむけて幅広く世論に訴えるとともに、28日の国会答弁を踏まえ、今秋の公務員部長交渉においてさらなる前進回答を得るよう総務省交渉等を強化する。

　また、自治体確定交渉においては、当局に対して地方自治法改正など法整備の早期実現を地方三団体として意見をとりまとめ、政府に要望を行うよう求めていく取り組みなど、中央段階、地方段階での取り組みに全力をあげていく。
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